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利用上の注意 

 

 

１．「令和３年経済センサス‐活動調査 産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）」 

は、「卸売業，小売業」の事業所（以下「事業所」といいます。）について集計した確 

報結果です。このため、令和４年６月 30 日に公表した「令和３年経済センサス‐活動 

調査（愛知県速報）」の「卸売業，小売業」の結果とは異なっています。 

 

２．年間商品販売額は令和２年１年間、事業所数、従業者数等の経理事項以外の事項は令

和３年６月１日現在の数値です。 

 

３．この「調査結果の概要」における年間商品販売額は、産業細分類の格付に必要な事項

の数値が得られた事業所を対象として集計した数値です。都道府県別の事業所数及び従

業者数については「卸売業，小売業」内の格付不能事業所及び年間商品販売額のない管

理・補助的経済活動を行う事業所を含め集計した数値ですが、市町村別のものについて

は含めずに集計した数値です。 

 

４．従業者数は「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の

計であり、「臨時雇用者」は含めていません。 

 

５．年間商品販売額については原則消費税込みで把握していますが、一部の消費税抜きの

回答については「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取扱いに関するガイ

ドライン（平成 27 年５月 19 日 各府省統計主管課長等会議申合せ）」に基づき消費税

込みに補正した上で結果表として集計しています。 

＜ガイドライン＞ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000777097.pdf 

 

６．調査票の欠測値や回答内容の矛盾などについて精査し、平成 28 年経済センサス‐活 

動調査、令和元年経済センサス‐基礎調査及び経済構造実態調査並びに報告者の公開情

報等を基に、補足訂正を行った上で結果表として集計しています。 

＜欠測値等の取扱いについて＞ 

https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/kekka/pdf/hotei.pdf 

 

７．各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場

合があります。なお、比率は、小数点以下第２位で四捨五入しています。 

統計表中、「－」は該当数値なし、「０」は四捨五入による単位未満であることを示

しています。 

 

８． 調査対象事業所は、「国税庁法人番号公表サイト」情報から、過去の調査では捉え 

ていない外観からの確認では把握が困難な事業所を加えた調査名簿を基に調査を行い 

ました。 

このため、従来の調査よりも幅広に事業所を捉えており、単純に比較ができません。 

集計結果の時系列比較を行う際は、十分な留意が必要です。 

 

 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000777097.pdf
https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/kekka/pdf/hotei.pdf
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９．事業所を産業分類別に集計するための産業の決定（格付）方法は、卸売の商品販売額

（仲立手数料を除きます。）と小売の商品販売額を比較し、いずれの販売額が多いかに

よって卸売業か小売業かを決定します。 

 

10．本書の数値は、総務省及び経済産業省が公表した令和３年経済センサス‐活動調査 

産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）結果の数値と同じです。 
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用語の解説 
 

１．事業所 

経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備えているものを

いいます。 

(1) 一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われてい 

ること。 

(2) 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われてい

ること。 

 

２．卸売業 

主として次の業務を行う事業所をいいます。 

(1) 小売業者又は他の卸売業者に商品を販売する事業所 

(2) 産業用使用者（建設業、製造業、運輸業、飲食店、宿泊業、病院、学校、官公庁

等）に業務用として商品を大量又は多額に販売する事業所 

(3) 主として業務用に使用される商品〔事務用機械及び家具、病院・美容院・レスト

ラン・ホテルなどの設備、産業用機械（農業用器具を除きます。）など〕を販売す

る事業所 

(4) 製造業の会社が、別の場所で経営している自己製品の卸売事業所（主として管理

事務のみを行っている事業所を除きます。） 

例えば、家電メーカーの支店、営業所が自己製品を問屋などに販売している場 

合、その支店、営業所は卸売事業所とします。 

(5) 商品を卸売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所 

なお、修理料収入額の方が多くても同種商品を販売している場合は、修理業とせ

ず卸売業とします。 

(6) 主として手数料を得て他の事業所のために商品の売買の代理又は仲立を行う事業

所（代理商、仲立業）。「代理商，仲立業」には、一般的に、買継商、仲買人、農

産物集荷業と呼ばれている事業所が含まれます。 

 

３．小売業 

主として次の業務を行う事業所をいいます。 

(1) 個人（個人経営の農林漁家への販売を含みます。）又は家庭用消費者のために商

品を販売する事業所 

(2) 産業用使用者に少量又は少額に商品を販売する事業所 

(3) 商品を販売し、かつ、同種商品の修理を行う事業所 

なお、修理料収入額の方が多くても、同種商品を販売している場合は修理業とせ

ず小売業とします。ただし、修理のみを専業としている事業所は、修理業〔大分類

Ｒ－サービス業（他に分類されないもの）〕とし、修理のために部品などを取り替

えても商品の販売とはしません。 

(4) 製造小売事業所（自店で製造した商品をその場所で個人又は家庭用消費者に販売

する事業所） 

例えば、菓子店、パン屋、豆腐屋、調剤薬局など。 

なお、商品を製造する事業所が店舗を持たず通信販売により小売している場合 

は、製造業〔大分類Ｅ〕に分類されます。 

(5) ガソリンスタンド 
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(6) 主として無店舗販売を行う事業所（販売する場所そのものは無店舗であっても、

商品の販売活動を行うための拠点となる事務所などがある訪問販売又は通信・カタ

ログ・インターネット販売の事業所など）で、主として個人又は家庭用消費者に販

売する事業所 

(7) 別経営の事業所 

官公庁、会社、工場、団体、遊園地などの中にある売店等で他の事業者によって

経営されている場合は、それぞれ独立した事業所として小売業に分類します。 

 

４．従業者 

令和３年６月１日現在で、当該事業所の業務に従事している従業者をいいます。 

従業者とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の

計をいいます。 

(1) 個人業主 

個人経営の事業主で実際に事業所を経営している人をいいます。 

(2) 無給家族従業者 

個人業主の家族で賃金・給与を受けず、常時従事している人をいいます。 

(3) 有給役員 

法人、団体の役員（常勤、非常勤を問いません。）で給与を受けている人をいい

ます。なお、重役や理事であっても、事務職員、労務職員を兼ねて一定の職務に就

き、一般職員と同じ給与規則によって給与を受けている人は、「常用雇用者」に含

まれます。 

(4) 常用雇用者 

「無期雇用者」及び「有期雇用者（1 か月以上）」に分けられます。 

(5) 無期雇用者 

常用雇用者のうち、雇用契約期間を定めずに雇用されている人（定年まで雇用さ

れる場合を含みます。）をいいます。 

(6) 有期雇用者（1 か月以上） 

有期雇用者のうち、1 か月以上の期間を定めて雇用されている人をいいます。 

 

５．年間商品販売額（法人組織の事業所のみ） 

令和２年１月１日から令和２年 12 月 31 日までの１年間の当該事業所における有体商

品の販売額をいいます。したがって、土地・建物などの不動産及び株券、商品券、プリ

ペイドカード、宝くじ、切手などの有価証券の販売額は、含めません。 

商品売買に関する仲立手数料収入を除く卸売の商品販売額に小売の商品販売額を加え

ることにより算出しました。 

 

 

６．売場面積（法人組織の小売業のみ） 

令和３年６月１日現在で、事業所が商品を販売するために実際に使用している売場の

延床面積（食堂・喫茶、屋外展示場、配送所、階段、連絡通路、エレベーター、エスカ

レーター、休憩室、洗面所、事務室、倉庫等、また、他に貸している店舗（テナント）

分は除きます。）をいいます。 

ただし、牛乳小売業（宅配専門）、自動車小売業（新車・中古）、建具小売業、畳小

売業、ガソリンスタンド、新聞小売業（宅配専門）の事業所については、売場面積の調

査を行っていません。  
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調査結果の概要 

 

１．都道府県別の状況 

（１）卸売業，小売業の事業所数 

事業所の総数を都道府県別にみると、東京都が14万 1,055事業所（全国の11.5％）

と最も多く、次いで大阪府が９万８事業所（同 7.3％）、愛知県が７万 359 事業所

（同 5.7％）となっています（第１表）。 

 

全国における愛知県の状況 

 
 

（２）卸売業，小売業の従業者数 

従業者の総数を都道府県別にみると、東京都が 194 万 915 人（全国の 17.0％）と

最も多く、次いで大阪府が 95 万 5,105 人（同 8.4％）、愛知県が 72 万 2,348 人（同

6.3％）となっています（第１表）。 

 

全国における愛知県の状況 

 
  



- 6 - 

第１表 都道府県別事業所数、従業者数 

 
注 1：「従業者数」とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であ

り、「臨時雇用者」は含めていません。 

注 2：卸売業，小売業内格付不能の事業所及び年間商品販売額のない管理・補助的経済活動を行う事業所を

含めています。 

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査 産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）」 
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（３）卸売業，小売業の年間商品販売額（法人） 

年間商品販売額（法人）の総額を都道府県別にみると、東京都が 176 兆 1,903 億円

（全国の 33.7％）と最も多く、次いで大阪府が 53 兆 6,443 億円（同 10.3％）、愛知

県が 39 兆 4,199 億円（同 7.5％）となっています（第２表）。 

 

全国における愛知県の状況 

 
 

 

（４）小売業の売場面積（法人） 

小売業の売場面積（法人）を都道府県別にみると、東京都が 1,045万㎡（全国 7.6％）

と最も広く、次いで愛知県が 816 万㎡（同 6.0％）、埼玉県が 719 万㎡（同 5.3％）

となっています（第２表）。 

 

全国における愛知県の状況 
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第２表 都道府県別年間商品販売額（法人）、小売業の売場面積（法人）  

 
注 1：年間商品販売額は、卸売業，小売業の事業所のうち、卸売業又は小売業の年間商品販売額があり、産

業細分類の格付に必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計しました。 

注 2：売場面積は、売場面積が得られた事業所を対象として集計しています。 

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査 産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）」 
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２．市町村別の状況 

（１）卸売業，小売業の事業所数 

事業所の総数を市町村別にみると、名古屋市が２万 3,103事業所（愛知県の 40.2％）

と最も多く、次いで豊橋市が 2,907 事業所（同 5.1％）、岡崎市が 2,689 事業所（同

4.7％）となっています（第３表）。 

 

市町村の状況 

 
 

（２）卸売業，小売業の従業者数 

従業者の総数を市町村別にみると、名古屋市が 26 万 9,684 人（愛知県の 45.1％）

と最も多く、次いで豊橋市が２万 7,788 人（同 4.7％）、豊田市が２万 5,699 人（同

4.3％）となっています（第３表）。 

 

市町村の状況 
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第３表 市町村別事業所数、従業者数 

 
注1：管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格付不能の法人組織の事業所又は産業小分類が格

付不能の個人経営（法人でない団体を含みます。）の事業所、卸売の商品販売額（仲立手数料を除きま

す。）、小売の商品販売額及び仲立手数料のいずれの金額も無い法人組織の事業所は、含めません。 

注 2：従業者数とは「個人業主」、「無給家族従業者」、「有給役員」及び「常用雇用者」の計であり、

「臨時雇用者」は含めません。 

注 3：「愛知県計」の数値は、第１表「都道府県別事業所数、従業者数」の「愛知県」の数値とは集計対象

が異なるため一致しません。 

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査 産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）」 
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（３）卸売業，小売業の年間商品販売額（法人） 

年間商品販売額（法人）の総額を市町村別にみると、名古屋市が 25 兆 8,374 億円

（愛知県の 65.5％）と最も多く、次いで豊田市が 2 兆 523 億円（同 5.2％）、豊橋

市が 1 兆 2,378 億円（同 3.1％）となっています（第４表）。 

 

市町村の状況 
 

 
 

（４）小売業の売場面積（法人） 

小売業の売場面積（法人）を市町村別にみると、名古屋市が 278 万㎡（愛知県の

34.1％）と最も広く、次いで岡崎市が 39 万㎡（同 4.7％）、一宮市が 36 万㎡（同

4.4％）となっています（第４表）。 

 

市町村の状況 
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第４表 市町村別年間商品販売額（法人）、小売業の売場面積（法人） 

 
注 1：年間商品販売額は、卸売業、小売業の事業所のうち、卸売業又は小売業の年間商品販売額があり、産

業細分類の格付に必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計しました。 

注 2：売場面積は、売場面積が得られた事業所を対象として集計しています。 

資料：総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査 産業別集計（卸売業，小売業に関する集計）」 
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集計及び公表時期（総務省及び経済産業省） 

集計区分 集計内容 公表時期 

確
報
集
計 

事
業
所
に
関
す
る
集
計 

産
業
横
断
的
集
計 

①事業所数、従業者数 

地域、産業（大分類・中分類・小分類）、経営組

織別、従業者規模別、開設時期別、存続・新設・

廃業別等に事業所数、従業者数を表章 

2023 年６月 

②売上（収入）金額等 

地域、産業（大分類・中分類・小分類）、経営組

織別、事業活動別、従業者規模別等に売上（収

入）金額、付加価値額等を表章 

産
業
別
集
計 

①鉱業，採石業，砂利採取業 

「鉱業，採石業，砂利採取業」について、地域、

産業（小分類・細分類）別等に、事業所数、従業

者数、売上（収入）金額等を表章 

2022 年 12 月 26 日 

②
製
造
業 

1) 概要 

事業所数、従業者数、製造品出荷額等及び付加価

値額等の主要な事項について、産業（中分類）別

に表章 

2022 年９月 30 日 

2) 品目編 
品目別（６桁）について、産出事業所数、出荷

額、出荷数量を表章 

2022 年 12 月 26 日 3) 産業編 

産業（中分類・細分類）・従業者規模別事業所

数、出荷額等、産業（中分類）・都道府県・大都

市別事業所数、出荷額等を表章 

4) 地域編 
市区町村別に主要項目を表章市区については産業

中分類別に表章 

③
卸
売
業
，
小
売
業 

1) 産業編（総括表） 

主として産業（小分類・細分類）別の従業者規模

別、年間商品販売額階級別、売場面積規模別など

の階級別事業所数、年間商品販売額等を表章 

2023 年３月 28 日 

2) 産業編（都道府県表） 

主として都道府県別、東京特別区・政令指定都市

別の産業（中分類・小分類）別事業所数、年間商

品販売額等を表章 

3) 産業編（市区町村表） 
市区町村別の産業（中分類・小分類）別事業所

数、年間商品販売額等を表章 

4) 品目編 
商品（品目）分類別の事業所数及び年間商品販売

額を表章 

④サービス関連産業等 

地域、産業（大分類・中分類・小分類）別に事業

所数、従業者数、収入を得た相手先別売上（収

入）金額等を表章 

2023 年３月 28 日 

企
業
等
に
関
す
る
集
計 

産
業
横
断
的
集
計 

①企業等数、従業者数 

地域、産業（大分類・中分類・小分類）、経営組

織別、企業常用雇用者規模別、資本金階級別等に

企業等数、従業者数等を表章 

2023 年６月 

②経理事項等 

地域、産業（大分類・中分類・小分類）、経営組

織別、事業活動別、企業常用雇用者規模別、資本

金階級別等に経理事項等を表章 

③法人数、建設・サービス収入の内

訳 

地域、産業（小分類）別に法人数、売上（収入）

金額等の建設・サービス収入の内訳を表章 

2022 年 12 月 26 日 

2023 年３月 28 日 

   ※ 

産
業
別

集
計 

卸売業，小売業 

「卸売業，小売業」について、産業（小分類）

別、従業者規模別に、企業等数、従業者数、商品

売上原価、年間商品販売額、年初・年末商品手持

額等を表章 

2023 年３月 28 日 

・上記のほか、産業横断的集計結果公表後、立地環境特性編及び地域メッシュ統計を作成する。 

※産業別に２回に分けて公表  
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令和３年経済センサス-活動調査 

産業別集計（卸売業，小売業に関する集計） 

愛 知 県 集 計 
 

愛知県県民文化局県民生活部統計課 経済統計グループ 

〒460-8501（県庁個別郵便番号） 

電話 052-954-6105（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）FAX 052-961-2194 

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号 

https://www.pref.aichi.jp/toukei/ 

https://www.pref.aichi.jp/toukei/

